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はじめに

あらゆる側面でグローバル化の進む国際社会において，他から孤立したブロッ

クとしての「地域」の形成はあり得ない選択であろう。現在世界中でさまざま

な「地域」単位での協力強化が進んでいるが，そのどれもが自分たちにとって

重要な域外諸国との連携を模索している。ASEAN共同体構築にとっても，域内

協力の深化とともに重要なのが域外諸国との連携や協力強化である。経済発展

の観点からのみならず，地域の平和と安全を図るという観点からも，ASEAN

諸国はこれまでASEAN＋１の連携を強化し，またASEAN地域フォーラム（ARF），

ASEAN＋３（日中韓），東アジア首脳会議（EAS），ASEAN 国防大臣会議プラス

（ADMM＋）といった ASEAN を制度的中心とする地域枠組みの形成に深く関

与し，またそれらにおける協力や対話において積極的な役割を果たしてきた。

しかしながら，ASEAN が域外国との連携をさまざまな形で強化することは，

東アジアないしアジア太平洋の国際政治空間における ASEAN 以外の大国の比

重を高めることにもつながる。こうした現実のなかで，中小国連合であるASEAN

がその自立的なポジションを維持し，その影響力を一定程度維持していくとい

う意思が ASEAN の域外戦略の根底には存在している。ASEAN は米中日豪な

ど多くの近隣の域外諸国と連携を進め，それぞれの域外国からの影響力のバラ

ンスをとることで自立性を確保するという一種のヘッジング戦略をとってきた。

他方，上記の現実故に，それと同時に ASEAN が常に「ハブ」の位置にあるべ

きであるということを ASEAN は繰り返し論じなければならなかったのである。

ASEAN の諸文書のなかで何度も繰り返されてきた ASEAN の「中心性」

（centrality）はこうした ASEAN の多角的な域外戦略をよく反映するタームであ
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り，概念である（１）。

２００９年の ASEAN 政治安全保障共同体（APSC）ブループリント（以下，青写

真２０１５）（ASEAN２００９）でも，また２０１５年に採択されたAPSCブループリント２０２５

（以下，青写真２０２５）（ASEAN ２０１６）でも，域外諸国との関係における ASEAN

の「中心性」の維持や ASEAN＋１，ASEAN を制度的中心とする広域地域制度

の重要性が強調されている。それは，２００８年に発効した ASEAN 憲章に記され

ている域外戦略とのあり方とも整合的である。ただ，青写真２０２５では，地域の

みならずグローバルな国際社会のなかでのASEANの役割を強化することを謳っ

ている。その展望と課題，理想と現実のギャップについても，本章で検討した

い。

第１節 ASEAN域外戦略の展開とAPSC

１．初期 ASEAN の対外戦略

１９６７年８月の ASEAN の発足は，ベトナム戦争を背景とする共産主義の脅威

の増大に対処するとともに，ASEAN 原加盟５カ国間の関係安定化がそのねらい

であった。１９６０年代は，マレーシア連邦構想とマレーシア成立にともなうイン

ドネシアとマレーシアとの軍事衝突までともなった対立激化，サバの帰属をめ

ぐる領土紛争，およびマレーシアからのシンガポールの分離独立と対立が絶え

なかったのである。そしてこの５カ国は，西側に近しい国々，という点ではま

とまりが多少みられたものの，アメリカとの正式な同盟関係にあったフィリピ

ン，非同盟諸国であるという姿勢を強く打ち出していたインドネシアやマレー

シアなど，それぞれの外交政策は多様であった。多様であることを前提に，共

産主義の脅威というソトからの脅威と加盟国間というウチ同士の関係安定化を

めざしたのが ASEAN だったのである（山影 １９９１，２９７―３０５）。

さらにこれら５カ国の紐帯となったのが反帝国主義・反植民地主義からくる，

大国からの一方的な影響力行使に対する忌避感と自立志向であろう。タイ以外

の国はすべてイギリス，フランス，オランダ，アメリカに植民地化された経験

があり，また第二次世界大戦中は日本軍がこの地域に進駐した。タイは植民地
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化は免れたものの，常に帝国主義列強の拡大政策の狭間にあって，その独立を

維持するのにさまざまな辛酸をなめてきたのである。そうした ASEAN 諸国の

自立志向は，１９７１年の ASEAN 非公式外相会議における，ASEAN の中立化を

内容とする ASEAN 平和・自由・中立地帯宣言の採択として結実した（ASEAN

１９７１）。

他方，１９７０年代に入ると，ASEAN 諸国は主要な域外国との対話を ASEAN

として進めるようになった。こうした対話は，１９７０年代を通じて日本，アメリ

カ，カナダ，ニュージーランド，オーストラリアといった太平洋先進５カ国（P

５）と欧州経済共同体（EEC）とのあいだで個別に外相レベルの対話制度として

整備された（山影１９９１，１５３―１８４）。この ASEAN との外相レベルの対話を制度化

した国のことを対話国，またこの制度自体を対話国制度と称する。対話国制度

の成立は，小国である ASEAN 諸国が，個別に域外の大国と二国間外交を展開

するのみならず，ASEAN として団結して進めることで，自らのバーゲニングパ

ワーを強化する戦略であった。また，多くの域外国と対話国関係をとり結ぶこ

とは，特定の大国が ASEAN 諸国に大きな影響力を及ぼすことを避け，相互牽

制をさせるという意味合いもあった。

他方，この時期，ASEAN は自らをその一部とするような広域の地域制度の成

立に強い警戒感を示した。具体的には，１９７９年に日本の大平正芳首相の提唱し

た環太平洋連帯や，同時期に日豪やアメリカの一部の知識人たちから提唱され

た太平洋貿易開発機構（OPTAD）構想などである。ASEAN 諸国は，自分たち

の存在感が相対化されることや一体性がそうした制度によって損なわれること

を恐れるとともに，こうした広域の地域制度は大国，具体的にはアメリカと日

本の地域支配の道具になりかねないという懸念を示したのである（大庭２００４，２８０

―２８３）。

２．ASEAN の対外戦略の転換

しかしながらこうした ASEAN 諸国の対外政策は，冷戦終結後に大きな変化

を遂げる。植民地経験のある国が多数派を占める ASEAN として，大国に対す

る自立志向はその後も強く残ったが，また大国も含む地域制度の構築にむしろ

自らが積極的にかかわることで，むしろ大国を巻き込みつつ自らにとって望ま
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しい地域秩序形成を実現させるという方向へと転換をしたのである（大庭２０１１，

１４９）。そうした ASEAN 諸国の広域地域制度構築への積極的な関与を受け，制度

的に ASEAN が中心となった広域地域制度として１９９４年に発足したのが，アジ

ア初の安全保障協力・政治対話の枠組みである ARF であった。アジア通貨危機

の直後にはASEAN＋３が発足し，東アジア協力を進める制度として進展していっ

たが，その名のとおりASEANを制度的中心とする枠組みであった。さらに２００５

年１２月に発足した EAS も，さまざまな紆余曲折を経て，ASEAN を制度的中心

とする枠組みとして始動した。また，２０１０年に発足したADMM＋は，２００６年に

発足していた ASEAN 国防大臣会議（ADMM）に，日本，中国，韓国，アメリ

カ，ロシア，オーストラリア，ニュージーランド，インドといった主要な域外

国を招待する形をとっており，やはり ASEAN 中心である（図１―１）。

ASEAN を制度的中心とするさまざまな地域制度が構築されていくのと並行し

て，冷戦終結後，ASEAN は対話国制度やその他の枠組みを使い，ASEANと域

図１―１ ASEANを制度的中心とする地域制度とその加盟国

（出所） 筆者作成。
（注） アメリカ，ロシアは２０１１年に EAS に正式参加。

26



外国とのバイの関係，すなわち ASEAN＋１の関係を拡大・強化していった。冷

戦終結による政治・安全保障環境の変化にともない，ASEANは韓国，中国，ロ

シア，インドといったそれまではそうした関係を結ぶことが困難であった国々

との協議を開始し，それぞれと対話国制度を成立させた。それだけではなく，

１９９０年代から２０００年代を通じ，従来からの対話国の多く，およびこれらの新規の

対話国とのあいだでの首脳会議の定例化を行い，その関係の「格上げ」をアピー

ルした。さらに，２０００年代に特徴的にみられたのが，東南アジア友好協力条約

（TAC）への域外国の署名と ASEAN＋１の自由貿易協定・地域（FTA）網の構

築である（大庭 ２０１１，１６１―１６２；２０１４，１９５―２０６）。

TAC は１９７６年に当時の ASEAN 加盟国で締結された条約であり，国家主権の

尊重，内政不干渉，紛争の平和的解決，武力不行使といった ASEAN 間でとく

に重要だとされた共通規範やルールを通じた東南アジアの平和と秩序維持を謳っ

た文書である（ASEAN １９７６a）。TAC は，１９９０年代を通じて ASEAN に新規加

盟したベトナム，ラオス，ミャンマー，カンボジアといった国々が ASEAN

加盟前に署名をするという，ASEAN 加盟のための踏み絵のような役割を果たし

ていた。その後 ASEAN は TAC の署名を域外国に開放することで，ASEAN

の設定した規範やルールにのっとった域外国の東南アジア地域秩序の維持への

関与・協力を取り付けることを推し進めたのである。こうした ASEAN 側の要

請を受け，いち早く TAC に２００３年１０月に署名したのが中国とインドであった。

日本は少し遅れて２００４年に署名を果たした。その後，オーストラリア，ニュー

ジーランドなど主要な域外国は次々と署名を果たし，２００９年にはオバマ政権の

もとでアメリカも TAC に署名した。

また，ASEAN＋１の FTA 交渉をいち早く開始したのは中国であったが，そ

の後日本，韓国，オーストラリア・ニュージーランド，インドも ASEAN との

FTA 交渉を進め，それぞれFTAが締結され，ASEANを中心とするFTA網が

完成している。むしろ近年は，こうした ASEAN＋１の FTA の束をひとつに取

りまとめる東アジア地域包括的経済連携（RCEP）の交渉が進められている（２）。

３．ASEAN の「中心性」

このように，２０００年代までには，ASEANを中心とする広域地域制度やASEAN
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＋１の関係強化がそれなりに具体化されて地域秩序のあり方を規定するようになっ

ていた。こうした状況は ASEAN の「中心性」が一定程度実現している状況と

してとらえられる。中小国連合にすぎない ASEAN が「中心」に位置づけられ

るような制度構造が構築された理由は，まず ASEAN 諸国のその域外戦略の特

徴のなかに見出すことができよう。前述したように，ASEAN諸国はその歴史的

経験から自立志向が強く，大国支配の恐れについては敏感である。しかしなが

ら冷戦終結後は，単に大国の関与を拒絶し孤高を保つというのではなく，むし

ろ大国を巻き込んだ自らにとって望ましい地域秩序構築へと舵を切った。ただ

その際も，多くの国々と対話国制度，TAC の開放，ASEAN＋１の FTA の締結

を通じて関係強化を多角的に進めることで，ある一国が突出した影響力を及ぼ

さぬよう，相互牽制させるような戦略をとったのである。ASEAN各国がそれぞ

れスタンスが異なりながらも，域外諸国に対してとくに冷戦終結後は複数の大

国との関係を強化するヘッジング戦略をとっていることと，こうした ASEAN

としての多角的戦略は二重写しになっているともいえる。

他方，ASEAN を取り巻く域外大国の側が，こうした ASEAN の「中心性」

を尊重する姿勢をとったことも大きく影響している。少なくとも２０００年代まで

は，アメリカ，中国，日本は ASEAN に対して突出した影響力を与え，その勢

力圏を拡大しようという意思を強くは示さなかった。中東情勢に忙殺されてい

たブッシュ政権期のアメリカは，この地域における政治・安全保障上の影響力

を強く行使し得る超大国であったが，その影響力を他の国との競争関係のなか

で拡大しようという意思もまた余裕もなかった。他方，日本と中国は地域にお

ける主導権をめぐる対立が２０００年代初頭から顕在化していたものの，中国が比

較的穏健な外交政策をとっていたこともあり，また日本は十分なリーダーシッ

プを当時発揮することができず，お互いを排除してまで影響力を拡大するよう

な動きにはつながらなかった。また日中関係は歴史認識問題などを通じてすで

に不安定化しており，当時盛んに議論されていた「東アジア共同体」につなが

るような地域の多国間協力を共同で牽引できるなどとはとても思われなかった。

そうしたなかで，ASEAN という存在が，ASEAN 諸国とともに，こうした相互

にさまざまな問題を抱える域外大国を結びつける紐帯としての役割を果たすこ

とが期待されたのである（大庭 ２０１１，１６５―１６７；２０１４，２０６―２０９）。

28



４．APSC 設立へ

こうした ASEAN の「中心性」の実現とみなされる状況が進展していくのと

並行して，ASEAN 共同体構築への議論が本格化していた。１９７６年の第１回

ASEAN 首脳会議は，ASEAN共同体構築を盛り込んだASEAN協和宣言を採択

した（ASEAN１９７６b）。しかしながら，それが明確に期限を設ける形で ASEAN

の目標として掲げられたのは，２００３年１０月に採択された第二 ASEAN 協和宣言

である（ASEAN２００３）。この文書では，ASEAN共同体が，ASEAN安全保障共

同体（ASC），ASEAN 経済共同体，ASEAN 社会文化共同体の三つからなるこ

とが示された。その後の検討を経て，ASC は APSC と改称され，２００９年に発出

された APSC 青写真２０１５によって，２０１５年の ASEAN 共同体発足までに達成す

べき行動計画が APSC の三つの柱ごとに記された（ASEAN２００９）。その三つの

柱とは（A）価値と規範の共有による規則準拠（rule-based）の共同体，（B）総

合安全保障に共有された責任を負う結束した，平和的，安定的，かつ回復力の

ある地域，（C）いっそう統合され相互依存の進む世界における動的かつ外向的

な地域，であった。そして ASEAN＋１の FTA など経済にかかわる項目以外の，

おもに政治・安全保障分野における ASEAN の域外戦略のいっそうの推進につ

いての具体的項目は，（C）が最も明確にその方向性を示しているものの，他の

二つの柱のなかにも散見される（３）。

第２節 青写真２０１５の達成状況

１．青写真２０１５における ASEAN の対外戦略

それでは，青写真２０１５においてどのような ASEAN の域外戦略が描かれてい

たのだろうか。またそれはどの程度達成されているといえるだろうか。全体と

してみえてくるのは，ASEAN を中心とする諸メカニズムのなかで「中心性」を

維持しながら，ASEAN 諸国間でルールや規範の共有を進め，域外国との協力や

連携を強化しつつ，ASEAN の利益の拡大を図るという戦略である。すなわちこ

れまで ASEAN が実際に進めてきたことを踏襲するような内容となっている。
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ASEAN の「中心性」が正面から取り扱われているのは，（C）の「いっそう

統合され相互依存の進む世界における動的かつ外向的な地域」である。まず冒

頭に，「ASEAN の中心性の強化」が項目として掲げられ，それを達成するため

の具体的な行動計画として「対話国やその他の域外国，またASEAN＋３，EAS，

ARF において諸活動や会議を開始し，主催し，議長を務め，また共同議長を務

める」とある（ASEAN２００９，C―１－i）。また，ASEAN の中心性の強化の一環と

して，域外関係や地域および多国間の枠組みにおける調整をいっそう強化する

ことも盛り込まれている。

前述したように，すでに ASEAN はこの青写真が策定される前から ASEAN

諸国が議長国や主催国を務めるさまざまな地域枠組みを設立し，そこで開かれ

る会議を開催してきた。それらのASEANを制度的中心とする枠組みであるARF,

ASEAN＋３，EAS はいずれもすでにルーティン化している閣僚級ないし首脳級

の会議を開催しており，従来どおり ASEAN が議長国となって諸会議の采配し

ている。その意味で，一応 ASEAN の「中心性」は維持されているといえる。

２．南シナ海問題への対応

しかしながら，ちょうど青写真２０１５が発表された２００９年ごろから，南シナ海の

領有権問題をめぐり中国の強硬な姿勢があらわになっていったのを契機に，中

国とベトナムやフィリピンなど ASEAN の一部の係争国間で緊張が高まり，さ

らに国際法遵守と航行の自由を掲げるアメリカがこの問題を憂慮して関与を深

めつつあるなかで，地域の安全保障環境が大きく変化している。２０１２年にはス

カボロー礁事件が起こり，また２０１４年にはベトナムの排他的経済水域（EEZ）に

おける中国の国営企業の石油掘削作業が中越のみならず ASEAN と中国とのあ

いだの関係を揺るがせた。さらに２０１５年には中国の南シナ海の一部の島や岩礁

における埋め立ての急激な拡大も注視されている。こうして南シナ海問題は係

争国以外の国々もかかわらざるをえない地域全体の問題として取り扱われるよ

うになった。

そうしたなかで，ASEAN の「中心性」やその前提としての「一体性」，そし

て ASEAN がどれほど実効性ある協力を行うことができるかが厳しく問われる

ようになってきている。たとえば２０１２年７月，ASEAN 外相会議（AMM）にお
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いて南シナ海問題をめぐり議長国カンボジアと係争国であるベトナムやフィリ

ピンとのあいだでの意見の不一致が解消できず，AMM始まって以来初めて共同

声明が発出されない事態となった。また，青写真２０１５でも明記されている行動

規範（COC）の策定（ASEAN２００９，７）は，一応２０１３年から中国とASEANとの

あいだでの協議は始まったものの，中国側の消極的な姿勢によって実質的な進

展はみられない。

しかしながら，南シナ海問題について ASEAN が一致した対応をまったくと

れていないとするのも少々言い過ぎであろう。２０１４年５月の第２４回 ASEAN

首脳会議では，前述のベトナムの EEZ 内における中国の石油掘削を受け，「南

シナ海において継続中の事態に対する深刻な懸念」が表明された（ASEAN２０１４）。

その後，ASEAN 首脳会議や AMM では，埋め立ての敢行など南シナ海におけ

る中国の強硬な行動に対して「懸念」ないし「深刻な懸念」を表明する声明な

どが採択されている。ASEAN 諸国の南シナ海問題への関心はまちまちではある

が，一応ASEANの場で一定程度の共通の姿勢が示されていることは注目される。

３．ADMM＋と EAMF

なお，青写真２０１５が策定されて以降の ASEAN を中心とする制度の展開に関

する新たな動きとして評価できるのは，ADMM＋と海洋安全保障にかかわる拡

大 ASEAN 海洋フォーラム（EAMF）の展開である。

防衛大臣級の会議である ADMM＋は，今後の東アジア広域秩序維持に関して

も，またそこでの ASEAN の役割をみる際にも重要な枠組みである。ADMM

＋は，２００６年に発足した ADMM に日本，中国，韓国，オーストラリア，ニュー

ジーランド，インド，アメリカ，ロシアといったおもな対話国８カ国を加えた

枠組みであり，第１回 ADMM＋会合は２０１０年１０月に開催された。当初は３年ご

とに開催するとされていたが，２０１３年の第２回 ADMM＋会合において開催を２

年ごとにすることが合意され，２０１５年１１月に第３回ADMM＋会合が開催された。

南シナ海問題をめぐり，この会議では中国やベトナム，フィリピンといった係

争国や，アメリカ，日本など南シナ海問題にとくに関心を示している国々との

あいだでの意見の相違が表面化し，共同宣言の採択には至らなかったことが批

判されている。しかしながら皮肉な見方をすれば，ADMM＋が，東アジアの安
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全保障や地域の安定化に直接かかわっている国々が安全保障問題について率直

な意見交換を行う場を提供していることを，この出来事は示しているともいえ

る。

また，ADMM＋は非伝統的安全保障を中心に具体的な協力を進めつつある。

ADMM＋の具体的な協力分野として，①人道支援・災害救援（HADR），②海洋

安全保障，③テロリズム対策，④防衛医学（MM），⑤平和維持活動の５つが特

定され，それぞれの分野における専門家作業部会が設置された。また，第２回

ADMM＋では地雷除去についての専門家作業部会も新設された。さらに，注目

されるのが，２０１３年には三つの実動演習が行われたことである。６月にはHADR

専門家作業部会と MM 専門家作業部会とが主催する実動演習が行われたほか，

同年９月には海洋安全保障専門家作業部会主催の実動演習，対テロ専門家作業

部会主催の実動演習と三つの実動演習が行われたのである。机上演習ではなく，

実際に軍事要員その他の人員を動員しての実動演習は負担の大きい活動である。

ARF の場合，設立された１９９４年から２５年後の２００９年に初めてテロリズム対策を

テーマとする実動演習が行われた。ADMM＋の実動演習の実施は枠組みが設立

された３年後であり，より実際的な安全保障協力の推進をめざす志向性を見出

すことができよう。

他方 EAMF は，海洋安保に特化した，政府関係者および有識者が参加する１．５

トラックの枠組みである。青写真２０１５には，ASEANにおける海洋安全保障協力

強化のための枠組みとして ASEAN 海洋フォーラム（AMF）の設置が提唱され

ていた。その提唱を受け，２０１０年８月にインドネシアが主催し，スラバヤにお

いて第１回 AMF が開催された。さらに，２０１１年１１月のインドネシアが議長国で

あったバリにおける EAS において，日本からの提唱がきっかけとなり，AMF

に ADMM＋と同様，上記の８つの対話国を加えた EAMF の設立が共同声明に

盛り込まれた。この声明を受け，２０１２年１０月，マニラにおいて第１回 EAMF

が開催されたのである。EAMF は地域における海洋安全保障確保のための協力

や海洋安保にかかわる問題について集中的に意見交換を行う場として機能して

いる。
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４．ASEAN＋１の進展

ASEAN と域外国との ASEAN＋１の関係にも進展があった。ASEAN 憲章の

第４２条には ASEAN 対話調整国制度（ASEAN Dialogue Coordinatorship）につい

て定められた。これは，ASEAN のいずれかの１カ国が調整国（Country

Coordinator）として，対話国のうちの１カ国とペアとなり，協力して ASEAN

の利益増進を図る制度である。域外国と ASEAN 諸国とがペアになり協力する

という「慣習」は ASEAN 憲章発効以前から存在していた。ASEAN 対話調整

国制度は，この非公式に行われてきた「慣習」を公式に制度化したものである。

ASEAN 諸国と域外国との組み合わせは３年ごとにローテーションで交代する。

たとえば日本は２０１２年から２０１５年まではカンボジア，２０１６年から２０１８年はブルネ

イとペアを組む。ちなみに今年議長国を務めるラオスと対話調整国としてペア

を組むのはロシアである。ロシアは対話国のなかでは比較的 ASEAN との実質

的関係が薄い国であり，またロシア自身の国際的孤立に悩まされるなかで，ど

こまでラオスをサポートできるのかという懸念が残る。

また，対話国が常駐代表部（Mission）をジャカルタに設置し，ASEAN 大使

（Ambassador to ASEAN）が派遣されていることにもふれねばならない。これは，

ASEAN 憲章第１２条に基づき常駐代表委員会（CPR）が設置され，ASEAN 各国

が ASEAN 事務局の所在するジャカルタに在インドネシア大使とは別にASEAN

常駐代表（Permanent Representative to ASEAN）を派遣し始めたことを受けての

措置である。２０１０年にアメリカの常駐代表部が設置されたのを皮切りに，現在，

日本，オーストラリア，ニュージーランド，韓国，中国，インドといった主要

な対話国はすでに常駐代表部を設置済みである。各国の常駐代表部およびASEAN

大使は，ASEANや他の国の常駐代表部との日常的な情報共有や協議を行いつつ，

本国とASEANとの協力の深化を促す役割を果たしている。またEAS，ASEAN

＋３，ARF といった ASEAN を中心とする地域制度の諸会議の準備作業にも従

事している。こうした対話国の常駐代表部の設置とその活動は，ジャカルタを

舞台とした対 ASEAN 外交の展開を示している。
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第３節 青写真２０２５にみるASEANの域外戦略の新たな方向性

１．さらなる ASEAN 域外戦略の推進に向けて

２０１５年１１月，ASEAN 首脳会議は同年１２月末のASEAEN共同体の発足を宣言

するとともに，２０２５年を次の節目とする青写真２０２５を採択した（ASEAN２０１５）。

青写真２０２５も各共同体ごとに行動計画がまとめられている。この節では，APSC

の青写真２０２５において改めて APSC のめざす方向性がどのように描かれている

か，そしてそのなかで ASEAN の対外戦略がどのように位置づけられ，また青

写真２０１５と比べてどのような変化がみられるのかを検討してみたい。

まず目につくのは，青写真２０２５では APSC の柱が四つ提示され，青写真２０１５

に比べてひとつ増えていることである。青写真２０２５においては，（A）規則準拠

（rule-based），人民本位（people-oriented），人民中心（people-centred）の共同体，

（B）平和，安全，かつ安定した地域における回復力ある共同体，（C）外向的な

共同体，（D）制度的キャパシティを強化し，またそのプレゼンスを国家，地域，

国際的なレベルで増大させた共同体の四つである（ASEAN２０１５，paragraph ５）。

このうち，（A）は，青写真２０１５の（A）「価値と規範の共有によるルールベース

の共同体」で提示された内容を，この数年間の協力の進捗を織り込みつつ，より

詳細な行動計画を提示したものであり，域内における人権，民主主義，基本的自

由，法の支配などの推進のための域内協力の推進がもっぱらの内容となっている。

それに対し，他の三つの柱はそれぞれ ASEAN の対外戦略の方向性を含むも

のとなっている。（C）の「外向的共同体」は ASEAN の対外戦略の大まかな方

向性を改めて示している。具体的には，域外国との協力強化，発展する地域アー

キテクチャにおけるASEANの中心性の維持および強化，そして国際的イシュー

に関し，ASEAN の共通の政策方針（platform）を基礎として責任ある建設的役

割を果たすこと，が項目としてあげられ，そのための細かな行動計画が記載さ

れている（ASEAN ２０１５, paragraph ５．３）。

外向的共同体，という謳い文句は青写真２０１５においても提示されており，そ

の意味では青写真２０２５も ASEAN の対外戦略についてすでに敷かれている路線

を踏襲しているともいえる。ただ，青写真２０２５と青写真２０１５とを比較すると，青
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写真２０２５で示された ASEAN の域外戦略の特徴としておもに三つの点が指摘で

きる。

２．ASEAN 主導の地域メカニズムの重要性の再確認

まず，さまざまな協力分野における域外国との関係強化や ARF，ASEAN

＋３，EAS，ADMM＋といった ASEAN 主導の「メカニズム」の重要性が青写

真２０２５ではいっそう強調されていることである。（C）「外向的共同体」をめざす

具体的な行動計画のなかには ASEAN 主導のメカニズムの有効性の強化，対話

国やその他の域外国との協力強化が明示的に示されているが，それ以外の柱に

おける域外国との関係強化や ASEAN 主導のメカニズムの重要性への言及にも

着目する必要がある。たとえば青写真２０２５のなかでもかなりのボリュームを占

める（B）「平和，安全かつ安定した地域における回復力ある共同体」において，

まずその冒頭にASEANの能力強化の文脈でARF，EAS，ASEAN＋３，ADMM

＋それぞれのプロセスの重要性が，ASEAN の能力強化や ASEAN 共同体強化

の観点からとくに指摘されている。

また，（B）では，非伝統的安全保障やテロ対策，核軍縮や核廃絶，海洋安全

保障や南シナ海問題への対応など，ASEAN 諸国の共通の利益にかかわるさまざ

まな個別分野の協力に関する行動計画が盛り込まれている。そしてそうしたさ

まざまなイシューに関する行動計画において，ASEAN諸国間協力にかかわる行

動計画とともに，域外国との協力や ASEAN 主導のメカニズムを活用しての協

力推進を謳う行動計画が多々盛り込まれている。そうした例として，災害管理

や緊急対応におけるASEANおよびASEAN主導のメカニズムが推進役（driver）

を果たすべきこと（ASEAN２０１５，B．３．８．vi），国境を越える犯罪に対し対話国や

国連その他との協力を強化すべきこと（ASEAN ２０１５，B．３．９．i），信頼醸成と予

防外交におけるARFプロセスを通じた協力や対話の重要性（ASEAN２０１５，B．４．１．

ii，iii，iv），ARF や ADMM＋による共同演習や合同訓練の推進（ASEAN２０１５，

B．４．５．ix），ASEAN 主導のメカニズムの強化による海洋安全保障強化と海洋協

力の推進（ASEAN２０１５，B．６）が具体的に挙げられる。もっとも，このASEAN

主導のメカニズムの役割は青写真２０１５にも記載されていたが，青写真２０２５は，青

写真２０１５が策定さている時期には存在していなかった ADMM＋や，海洋安保に
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かかわる EAMF にも言及されるなど，近年の展開をふまえたうえで，ASEAN

主導のメカニズムの重要性が一層強調されている印象を受ける。

３．「中心性」維持の再確認

ふたつ目として，上記の点と大きく関連することであるが，地域協力や対話

における ASEAN の能力強化やその「中心性」の維持と強化の必要性が青写真

２０１５よりもいっそう強調されている。（C）「外向的共同体」においてはとくに明

示的に ASEAN の「中心性」やその前提となる「一体性」の強化の必要への言

及がみられるが，（B）「平和，安全かつ安定した地域における回復力ある共同体」

においても ASEAN の「中心性」への言及は随所にみられる。たとえばこの柱

において，ASEAN の能力強化の文脈で，ARF の議長国の役割の強化が盛り込

まれている（ASEAN ２０１５，B．１．１．vii）。ASEAN 主導のメカニズムである ARF

においては，ASEAN 加盟国が持ち回りで議長国を務めるのがルールとなってお

り，多くの域外国を擁する ARF において ASEAN が主導するということについ

て改めて確認したといえる。また，（B）では，ASEAN の能力強化の文脈で，

ADMM＋のなかでの ASEAN の「中心性」強化が項目として謳われている

（ASEAN２０１５，B．１．２）。ASEAN 中心の制度がより重層的になるということは，

逆説的ではあるがそれだけ域外国の東南アジアおよび東アジア国際政治におけ

る関与もより制度化されるということである。そういうなかで，ASEAN諸国は

よりいっそう自分たちのプレゼンスの重要性を強調する必要が生じていると解

釈しえよう。

４．グローバル国際社会のなかの ASEAN

三つ目の変化として，青写真２０２５では，ASEAN統合や東アジア・アジア太平

洋といった地域内で ASEAN の役割を強化すべきというのに加え，グローバル

な国際社会やグローバル・イシューにおける ASEAN の役割強化に強く言及し

ている点である。この点にとくに言及しているのは（C）と（D）である。（C）

では，国際的に重要なイシューに貢献しうるよう，ASEANの能力強化をうたっ

ている（ASEAN２０１５，C．４）。具体的には（i）グローバルなアジェンダにおいて
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重要な問題を方向付け，またそれに影響を与えるため，ASEANの共通のポジショ

ンや意見を醸成する，（ii）ASEAN の声明（statement）を重要な問題について発

出する，（iii）ASEAN と他の多国間の制度との協力を進める，（iv）ASEAN

のメンバー間の調整を強化し，また可能な場合，多国間の枠組みにおける重要

なポストについて，ASEAN からの候補者を立てるよう促す，という行動計画が

特定されている。また（D）においても，ASEANの制度としてのプレゼンスを，

ASEAN 各国内（national）レベル，地域（regional）レベルのみならず国際的

（international）レベルにおいても高めるべきであることが謳われている（ASEAN

２０１５，D．２．１）。

さらに（C）では，ASEAN の他の制度との協力についての重ねての言及があ

る。湾岸協力理事会（GCC），中央アジアや西アジア，南アジアの一部で構成さ

れている経済協力機構（ECO），ラテンアメリカ・カリブ共同体（CELAC），南ア

ジア地域協力連合（SAARC），上海協力機構（SCO），太平洋同盟などさまざまな

地域制度との制度間協力の推進も強調されている（ASEAN２０１５，C．２．２．vi）。青

写真２０１５においても制度間協力には言及されており，その意味では路線の踏襲

ではあるが，ASEAN のグローバルな国際社会におけるプレゼンスを強化する方

針を合わせて考えてみると，制度間協力はいっそう重要な位置づけがなされて

いると解釈し得る。また（C）では，協力すべき域外国の範囲を，従来から関係

の深い対話国以外にも広げようという意思も強く示されている（ASEAN２０１５，

C．２．２）。さらに（B）においても，平和維持活動への参加を ASEAN加盟国が促

進すべきことなど，国連をはじめとする多国間の国際協力への積極的参加が謳

われている（ASEAN ２０１５，B．４．５．ii）。

このように，ASEAN のグローバルな国際社会における役割強化を謳っている

のは，ASEAN 諸国がそれぞれ経済発展をリソースとした国際社会における影響

力の拡大やステイタス向上に対する関心の高まりを反映しているととらえられ

る。ただ，ASEAN 加盟各国，とくに先発国を中心とする国際社会における影響

力増大やステイタスの向上への希求は，むしろ中小国としてのまとまりを維持

することで一定の存在感を示すという ASEAN の戦略そのものの存在意義を揺

るがすことでもある。この点については次節で検討したい。

第１章 ASEAN 政治安全保障共同体のめざす域外戦略
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５．海洋安全保障と海洋協力

その他，青写真２０２５で個別的に目を引く点は，海洋安全保障と海洋協力にか

かわる項目が，青写真２０１５に比べてかなり厚み付けがされていることであろう。

これは昨今の南シナ海情勢の緊迫化を反映している。南シナ海問題について具

体的な行動計画として，２００２年に中国と ASEAN とのあいだで採択された「南

シナ海における行動宣言」（DOC）の完全履行，ASEAN と中国とのあいだでの

法的拘束力のある COC の早期策定，国連海洋法条約（UNCLOS）などの国際的

ルールにのっとった領土問題の平和的解決，やはり UNCLOS にのっとった航行

の自由の確保，といったことが盛り込まれている（ASEAN２０１５，B．６．１）。これ

は，近年の ASEAN 首脳会議や AMM において採択された共同声明や議長声明

で繰り返されていた，加盟国個別のスタンスを超えた ASEAN としての南シナ

海問題へのスタンスを示していよう。南シナ海問題については前述のように青

写真２０１５にも DOC の完全履行と COC の早期策定についての言及があったが，

青写真２０２５での当該問題への記載は UNCLOS への言及を含めより詳細な内容の

書き込みがなされている。

さらに別途「ASEAN と中国とのあいだで信用と信頼を醸成および強化する」

ことにも言及され，中国を名指しした行動計画が盛り込まれていることも印象

的である（ASEAN２０１５，B．６．１．xi）。域外国とのいっそうの関係・協力強化を謳

う青写真２０１５および青写真２０２５を通じて，特定の国を名指しで言及している例は

この箇所だけである。また，海洋協力に関しては，前述の EAMF における対話

と協力を ASEAN の「中心性」を維持しながら進めることや，対話国を始めと

する域外国との協力強化もここで改めて謳われている（ASEAN ２０１５，B．６．２）。

第４節 ASEANの域外戦略は生き残れるか

さて，最後に検討したいのは，ASEAN が青写真２０２５で掲げた APSC におけ

る ASEAN の域外戦略のいっそうの発展の方向性にはどのような課題や問題点，

障害が待ち受けているだろうか，ASEAN はその域外戦略を駆使してその「中心

性」を強化させ，グローバルな国際社会におけるプレゼンスを高めることが可
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能なのだろうか，ということである。

１．米中関係に揺れる「中心性」と「一体性」

まず指摘すべきなのは，ASEAN の「中心性」および「一体性」の行く末であ

ろう。これは，とくに２０００年代に入る前後から，中国の台頭およびアメリカの

リバランス戦略，また日本の政治・安全保障にかかわる外交の積極的な推進と

いった大国間の合従連衡が東アジア・アジア太平洋の国際関係のなかで大きな

比重をしめるようになってくるに及んで，とくに懸念される点である。

とくに最近，アメリカと中国が，南シナ海問題や，アジアにおいてあるべき

経済秩序のあり方などをめぐっての意見や立場の相違を先鋭化させ，それぞれ

が ASEAN 諸国を自国の側に取り込もうとする動きが顕著になってきている。

前述のように，２０１５年には中国による島嶼または岩礁の埋め立てが急速に進ん

でいることが問題視された。そしてアメリカは「航行の自由作戦」として同年

１０月にはミサイル駆逐艦ラッセンを南シナ海における中国やベトナムなどが占

拠している島や人工島の１２海里以内を航行させ，さらに２０１６年１月にはイージ

ス艦カーティス・ウィルバーを西沙諸島内の中国の実効支配する島の１２海里内

を航行させた。中国はそれに強い反発を示した。また，アメリカは２０１５年１１月

に米 ASEAN 関係を戦略的パートナーシップに昇格させ，さらに２０１６年２月に

初めて米領内に ASEAN１０カ国を招待して特別首脳会議を開催した。そこでは，

南シナ海についての非軍事化や航行の自由を保障する原則を盛り込んだ「サニー

ランズ宣言」が採択された（U.S.‐ASEAN２０１６）。その後，中国が南シナ海で実

効支配するパラセル諸島のウッディ島に地対空ミサイルを配備したという情報

が流れた（Reuter ２０１６年２月１６日付）。

また，２０１５年末に発足したアジアインフラ投資銀行（AIIB）が，中国の従来の

援助にかかわる国内の諸機関とは一線を画し，国際的な地域銀行であることに

は一定の考慮が必要であるが，それが中国の強力なイニシアティブのもとで実

現したことは確かである。他方，環太平洋パートナーシップ（TPP）はあくまで

多国間の経済協定であり，中国を「封じ込める」ための道具としてアメリカが

単独で簡単には扱えるような枠組みではない。しかしながら，それがアジア太

平洋における望ましい国際経済ルールの体系を体現しており，そこで示されて
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いるあるべき国際経済秩序が，中国にとって望ましい内容とは合致していない

部分が多いであろうことも事実である。

２．ASEAN 諸国にとっての ASEAN の相対化？

さらに，ASEAN 内部での足並みの乱れもある。注目されるのは，ASEAN

の「盟主」たるインドネシアが独自の「大国外交」を展開するなか，その外交

政策における ASEAN の重要度を相対化するような兆しも垣間見えることであ

る。インドネシアは，ユドヨノ政権期から ASEAN を越えた独自外交への関心

を示していたが，２０１４年に発足したジョコ・ウィドド大統領のもとで，その方

向性をより明確に示す動きもみられた。たとえば，２０１４年末，ジョコ大統領の

外交上のアドバイザーであるリザル・スクマが，ASEANはインドネシア外交に

とってかつては「唯一の柱（the cornerstone）」であったが，今は「柱の一つひと

つ（just a cornerstone）」にすぎないと明言した（Poole２０１５）。また同国は２０１５年

６月には日中印およびインドネシアからなる「アジア四柱（Asian Fulcrum of

Four）」による「汎インド太平洋」連携を進めるべきという新たな構想を示した

（Sukma ２０１５）。ASEAN の意思決定に大きな影響力があるインドネシアの独自

外交への動きは，ASEAN の「一体性」を大きく揺るがせる可能性がある。また

本章では深くは立ち入らないが，貿易を含めた経済自由化に対するスタンスの

相違も気になる点である。

３．ASEAN の対外戦略のジレンマ

こうした内外の最近の動きに加え，指摘すべきなのはそもそも ASEAN の対

外戦略に内包されるある種のジレンマである。域外国との連携や ASEAN を制

度的中心とする枠組み（青写真における「ASEAN 主導のメカニズム」）が APSC

をさらに前進させるのに重要であるという認識と，ASEANの「中心性」を担保

すべきという認識は表裏一体である。すなわち，ASEANは中小国の集まりであ

り，その観点からすればその主導力や影響力は域外の大国に比べて見劣りする。

にもかかわらず，前述のように，域外国相互の相互牽制やそこからくるそれら

の ASEAN への一定の配慮を基盤として，東アジアないしアジア太平洋の地域
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統合のとくに制度的な面において，ASEAN の「中心性」が現実のものとなって

いるような状況がみられるようになっていた。しかしながら，いっそう域外国

との連携や ASEAN 主導のメカニズムを ASEAN 共同体や APSC の前進に活用

しようというスタンスは，そのなかで中小国連合としての ASEAN のプレゼン

スや影響力が埋もれているという結果に帰結する可能性も大きい。青写真２０２５

に限らず，近年の ASEAN 関連文書において，ASEAN の「中心性」への言及

が幾度となく繰り返されていること自体，ASEANが地域においてある一定の影

響力を担保することについての見通しの不透明さについて，ASEAN諸国自身が

危機感を抱いていることの表れである。

４．今日における ASEAN 域外戦略の意義

このように ASEAN の「中心性」やその前提となる「一体性」が揺さぶられ

ていることは間違いない。ただ，第１節でも言及したように，ASEANの外交的

スタンスはそもそも多様であり，米中への距離の取り方も，貿易や経済自由化

へのスタンスも各国それぞれ独自の路線を維持してきた。そうした多様性が存

在するにもかかわらず，ASEAN諸国がASEANの存在を前提として「一体性」

を誇示しつつ域外国に対応してきたことは，ASEANの発展の興味深い側面のひ

とつであった。また，そうした ASEAN 諸国が地域における自らの「中心性」

を主張することを域外国が許容し，一定の配慮と尊重をみせてきたことも事実

である。問題は，そうした ASEAN 内外を取り巻く基本的な構図に現在変化が

みられるかという点である。

米中のさまざまな諸問題をめぐる対立は先鋭化しているようにみえるが，こ

れが冷戦期のように，本当にどちらにつくかを周辺の諸国が選ばなければなら

ないような相互排他的な勢力圏の成立につながるかは疑問である。冷戦期は安

全保障・政治，経済，価値・イデオロギーに至るまで，ふたつの世界が対立し

ながらそれぞれが分断され並存している状態であった。アジアにおいては米ソ

対立に加え１９６０年代以降は中ソ対立，１９７０年代に入ると米中接近も重なり複雑な

状況がみられたが，東南アジア諸国がそれぞれどの大国に寄り添うかを迫られ

る状況にあったことは否定できない。しかし現在，グローバリゼーションが各

国間および内部の社会同士の緊密なつながりを促進しているような状況である。
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また，少なくとも現在米中は，両者の意見対立が決定的な紛争へとエスカレー

トしないよう，相互に配慮をみせ，基本的な関係の維持の姿勢を崩していない。

２００９年から始まった米中戦略経済対話は継続されているし，昨年１０月のラッセ

ンによる「航行の自由作戦」の直後には，米海軍が上海に寄港し中国人民軍海

軍との共同訓練をしたと報じられている。

両国が ASEAN への関係強化を図っているのは事実であるが，それが決定的

な軍事的対立や冷戦期のような両陣営の対峙といった状況にならない範囲にお

いては，ASEAN が決定的な分裂に至るということは考えにくい。ASEAN諸国

はそもそも米中をはじめとしてどの国とも連携強化を図り，一国が突出した力

をもたぬようなヘッジング戦略をとってきた。またそうしたヘッジング戦略を

各国単位でも ASEAN 単位でも展開してきたのである。よって，米中両者が今

の段階で ASEAN 諸国との連携強化を図ろうとする際，むしろ双方からの協力

や支援を得ることで漁夫の利を得るのは ASEAN 諸国・ASEAN かもしれない。

また，米中が関係をそれなりに維持しながらその影響力拡大について競争す

る状況下では，ASEAN に花をもたせつつ，ASEAN 主導の地域メカニズムをそ

の競争を繰り広げる場として活用することの意義は両国にとってそれなりに存

在している。それは，こうしたメカニズムを活用しつつ，地域全体の関係維持

や秩序の安定化をもっと切実に考えている日本やオーストラリアといった他の

地域諸国にとっても同様であろう。２０１０年代に入る前後から，アメリカ，日本，

中国，韓国，オーストラリア，ニュージーランド，欧州連合（EU），インドといっ

たおもな域外国が，ASEAN 事務局があるジャカルタに大使館とは別にASEAN

常駐代表部を設置し，対 ASEAN 外交の制度的パイプを強化しつつあることは，

こうした文脈からとらえられよう。

おわりに

今日，米中の対立が激化するなかでASEANが引き裂かれ，ASEANやASEAN

を制度的中心とする地域制度が換骨奪胎される，というシナリオがメディア等

には散見される。しかしながら，ASEAN 共同体を取り巻く域外国を包含した東

アジア地域秩序の有り様はそれほど単純ではない。また以前よりは厳しい状況
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のなかでも，ASEAN 諸国が ASEAN という「装置」を利用して自らの主体と

しての自立性や地域に対する影響力確保の努力を続けていることも看過すべき

ではないだろう。

青写真２０１５，青写真２０２５それぞれにおいて描かれているASEANの域外戦略は，

東南アジアのみならず自らを取り巻く広域地域である東アジアないしアジア太

平洋における自らにとって望ましい地域秩序の維持をめざそうとしている点で

軌を一にしている。域外国との連携や ASEAN 主導の地域メカニズムの重要性

を強調していること，そしてその危険性を認識したうえでASEANの「中心性」

やその前提となる「一体性」の維持や強化に繰り返し言及しているのは，地域

における ASEAN の影響力維持の見通しについての危機感を表すとともに，そ

うした危機的状況にあっても ASEAN を利用しての自立性の確保と地域秩序構

築における役割を模索することを放棄していない表れでもある。

他方，この地域に存在している地域メカニズムは ASEAN 中心のものばかり

ではない。青写真２０２５でも言及されている中ロ中心の SCO，インドが大きなウ

エイトを占める SAARC などの動向が注目されるが，青写真２０２５はこれらとの

連携強化には言及しており，さまざまな側面から ASEAN の存在感の確保を図

るという姿勢がみられる。

もうひとつ，APSC で示された ASEAN の域外戦略にまつわる大事な問題は，

グローバルな国際社会において，ASEAN 諸国が ASEAN として貢献できる余

地はどれほどあるのか，という問いである。ASEANが国連との関係を強化しつ

つあるのは事実であるが，具体的に ASEAN としての共通のスタンスをグロー

バル・イシューにおいてどのように打ち出していくかは今後の大きな課題であ

ろう。現在においてはたとえば人権の問題に関し，ASEAN内の足並みが揃って

いない状況で，国際社会において共同で何かを行うのは難しいだろう。他方，

環境分野など，すでに ASEAN 共同の意見をグローバルな場で表明している例

もある。

グローバルな国際社会で ASEAN が何を行うべきかがみえない状況がある一

方，ASEAN 諸国にとって，その存在感を世界に示す際に，ASEANを活用する

以外の選択肢が存在しているのかという問いも成立し得る。前述した独自の「大

国外交」を展開しようとしているインドネシアは，ASEAN諸国において唯一の

G２０加盟国である。インドネシアの大国外交はこうした近年の自国の国際的なプ
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レゼンスの高まりが反映しているのだと考えられるが，ではインドネシアが G

２０の議論にどのように積極的にかかわり，どのような貢献を行ったのかは実は

あまり明確にみえてこない。他方，その経済力と独自の経済政策によって積極

的にグローバル化の進む国際経済に乗り出しているシンガポールは，人口や軍

事力といった伝統的な尺度からみれば強靭とはいえず，であるからこそシンガ

ポールは ASEAN の一国としての自国外交とそれを通じた域外国との対応を一

定程度尊重しているのだといえよう。

１９７０年代に，ASEANが対話国制度を事実上構築し始めた時代に比べたら，個々

の ASEAN 諸国にとっての ASEAN の重要性は相対化されているのかもしれな

い。また前述したように，ASEAN の発足時から原加盟５カ国間でもそれぞれの

国内事情や歴史的経験を背景として，それらの外交政策は多様であった。その

後，１９８０年代にいち早く加盟したブルネイに始まり，共産主義体制を維持して

いるベトナムやラオス，内戦を経験し新たに国を発足させたカンボジア，長ら

く軍事政権が続いたが２０１１年より民政移管が進み，今年新たに民主化勢力のリー

ダーであるアウン・サン・スーチー女史を実質的に中心とする政権が誕生した

ミャンマーといった５カ国が後から加わり，ASEANは今や１０カ国で構成されて

いる。そして，東南アジアを取り巻く情勢が，南シナ海問題や広域地域経済統

合の動きの本格化で変化を遂げている今，米中との距離の取り方，非同盟主義

へのこだわり，地域統合にともなう負荷への耐性のちがいなど，さまざまな要

因によって，ASEAN１０それぞれの外交政策は多様性を増しているともいえる。

しかしながら，こうした状況下にあっても，ASEAN は共同体構築を進め，

ASEAN としての対外戦略を一定程度維持し続けているのである。逆説的ではあ

るが ASEAN 諸国にとって，それを取り巻く状況が厳しいからこそ，ASEAN

を維持し，それを通じた域外戦略をとることを放棄するというわけにはいかな

いのである。APSC の青写真２０２５は，そうした ASEAN 諸国の ASEAN に対す

るアンビバレントな期待を示しているのだといえよう。

【注】

�１ ASEAN の「中心性」という概念の登場のプロセスの詳細，またその特質や限界につい

て，ASEAN の域外戦略の展開を踏まえて検討した論考として，大庭（２０１６）を参照。

�２ RCEP は２０１５年末に妥結予定であったが，２０１５年１０月の TPP の大筋合意を受けて，そ
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の予定を一年間先延ばしにした。RCEP も ASEANを中心とする地域枠組みとして重要

だが，経済分野に関わる協力は原則として AEC で取り扱っている関係で，ここでは第

４節で少し触れる程度であまりとりあげない（第４章参照）。

�３ 青写真２０１５における APSC の全体の見取り図についての詳細は，菊池 （２０１１）および

スクマ（２００８）を参照。また，青写真２０１５の内容を含め，ASEAN でめざされてきた

「安全保障共同体」とはどのようなものか，ということを理論的に検討した試論として

山影（２０１４）を参照。
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年 月 事 項

１９６７年８月 ASEAN 発足。

１９７２年 欧州経済共同体（EEC）との非公式の協議を開始。

１９７３年 日本が ASEANと非公式な協議を開始。のちにこれが日 ASEAN の対話国
関係の開始とされる。

１９７４年 オーストラリア，前年からの予備交渉を経て，ASEAN との対話開始。

１９７５年 ニュージーランド，ASEAN との対話を開始。

１９７６年２月 初の ASEAN 首脳会議開催。ASEAN協和宣言を発出，東南アジア友好協
力条約（TAC）に署名。

１９７７年 カナダ，ASEAN と対話を開始。

１９７７年 アメリカ，ASEAN との対話を開始。

１９７７年 EEC と ASEAN が正式に協力関係を結ぶことで合意。

１９８９年１１月 アジア太平洋経済協力（APEC）発足。

１９９１年７月 ASEAN外相会議（AMM）に中国外相とロシアの副首相が初めて招待され，
オープニングセッションに出席。

１９９１年７月 韓国，ASEAN 対話国となる。

附表 関 連 年 表
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年 月 事 項

１９９４年７月 ASEAN 地域フォーラム（ARF）発足。

１９９５年１２月 インド，ASEAN 対話国となる。

１９９６年７月 中国とロシア，ASEAN 対話国となる。

１９９７年１２月 第１回 ASEAN＋３（日中韓）首脳会議開催。

１９９８年１２月 第２回 ASEAN＋３首脳会議。ASEAN＋３の定例化が決定。

２００１年１１月 第５回 ASEAN＋３首脳会議に東アジアビジョングループ（EAVG）最終報
告書が提出される。そのなかで，東アジア首脳会議構想と東アジア自由貿
易地域（EAFTA）構想が提唱される。

２００３年１０月 第９回 ASEAN 首脳会議で第二 ASEAN 協和宣言発出。三本柱からなる
ASEAN 共同体の設立を提唱。中国とインド，TAC に署名。

２００４年７月 日本，TAC に署名。

２００４年１１月 韓国，ロシア，TAC に署名。

２００５年７月 ニュージーランド，TAC に署名。

２００５年１２月 東アジア首脳会議（EAS）発足。ASEAN＋３も存続。

２００５年１２月 オーストラリアが TAC に署名。

２００７年 ASEAN 経済共同体（AEC）ブループリント発表。

２００８年１２月 ASEAN 憲章発効。

２００９年 ASEAN政治安全保障共同体（APSC）とASEAN社会文化共同体（ASCC）
それぞれのブループリント発表。

２００９年７月 アメリカ，TAC に署名。

２０１０年１０月 第１回 ASEAN 国防大臣会議プラス（ADMM＋）開催。

２０１１年１１月 アメリカ，ロシアが EAS に正式参加。

２０１２年１０月 第１回拡大 ASEAN 海洋フォーラム（EAMF）が開催される。

２０１３年６月 ADMM＋の枠組みで，ブルネイにおいて人道支援災害救助・防衛医学の実
動演習が開催される。

２０１３年８月 第２回 ADMM＋開催，３年に一度の開催を２年に一度の開催にすること
が決定される。

２０１３年９月 ADMM＋の枠組みで，インドネシアにおいて対テロ実動演習が開催される。

２０１３年９－１０月 ADMM＋の枠組みで，オーストラリアにおいて海洋安全保障実動演習が開
催される。

２０１５年１０月 第３回ADMM＋開催。南シナ海問題についての活発な意見交換がなされる。

２０１５年１１月 ASEAN 首脳会議において，２０１５年１２月の ASEAN共同体の発足が宣言さ
れるとともに，APSC，AEC，ASCC それぞれについて，２０２５年を次の目
標年とした新たなブループリントが発出される。

附表 関 連 年 表（つづき）

（出所） ASEAN 事務局ホームページ，および山影（１９９１）を参考に筆者作成。
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